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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

３．純資産額の算定にあたり、平成18年８月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を

適用しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．第43期の１株当たり配当額20円には、特別配当５円を含んでおります。 

 

回次 第42期中 第43期中 第44期中 第42期 第43期 

会計期間 

自平成17年 
３月１日 

至平成17年 
８月31日 

自平成18年
３月１日 

至平成18年 
８月31日 

自平成19年
３月１日 

至平成19年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 

至平成18年 
２月28日 

自平成18年 
３月１日 

至平成19年 
２月28日 

売上高 百万円 2,006 2,729 2,964 4,546 6,254

経常利益 百万円 109 171 147 292 459

中間（当期）純利益 百万円 48 59 83 164 223

持分法を適用した場
合の投資利益 

百万円 － － － － －

資本金 百万円 647 647 647 647 647

発行済株式総数 千株 4,691 4,691 4,691 4,691 4,691

純資産額 百万円 5,279 5,406 5,534 5,426 5,547

総資産額 百万円 6,405 6,937 6,989 6,782 7,512

１株当たり純資産額 円 1,129.88 1,158.34 1,186.04 1,159.92 1,188.58

１株当たり中間(当
期)純利益金額 

円 10.29 12.79 17.93 32.90 47.89

潜在株式調整後１株
当たり中間(当期)純
利益金額 

円 － － － － －

１株当たり配当額 円 － － － 15.00 20.00

自己資本比率 ％ 82.4 77.9 79.2 80.0 73.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 164 151 178 211 101

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △121 △51 △328 220 △417

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △70 △70 △193 △73 △71

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残
高 

百万円 829 1,244 485 1,215 829

従業員数 人 140 135 147 141 138



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成19年８月31日現在

従業員数（人） 147 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や米国景気の先行きの不透明感を抱えながらも、堅調な企業収益を

背景に設備投資の増加や雇用環境の改善による個人消費の回復など、景気は緩やかな回復基調にありました。 

 電線業界におきましては、ケーブル需要が堅調に推移する中、引き続き、主原料の銅及び石化材料は、高値基調で推移して

おり、販売価格への転嫁に困窮するなど、厳しい状況で推移いたしました。 

 こうした中で、当中間会計期間の売上高は2,964,353千円（前年同期比8.6％増）、営業利益143,514千円（前年同期比14.8％

減）、経常利益147,851千円（前年同期比14.0％減）、中間純利益83,654千円（前年同期比40.2％増）となりました。 

  

(2)キャッシュ・フローの状況 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は485,544千円となり、前事業年度末残高

829,169千円に対し、343,624千円減少いたしました。 

 また、当中間会計期間末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、得られた資金は178,949千円（前年同期151,412千円）となりました。これは主に、税引前中間純利益

147,851千円、減価償却費69,000千円及び売上債権の減少額451,638千円等の増加要因に対し、仕入債務の減少額352,778千円

等の減少要因が相殺されたものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は328,627千円（前年同期51,864千円）となりました。これは主に、有形固定資産の取得に

よる支出168,444千円及び、投資有価証券の取得による支出148,143千円等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、使用した資金は193,946千円（前年同期70,556千円）となりました。これは主に、短期借入金の返済によ

る支払額100,000千円及び配当金の支払額93,234千円等によるものであります。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注） 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当社は主として見込み生産によっており、受注生産はほとんど行っておりません。 

  

(3）販売実績 

 （注）１．主な相手先別販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

２．金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

(1）当社は、既存製品の販路と用途の拡大をはかるとともに、今後は直需開拓にも注力してまいります。さらには昨年来より取

り組んでまいりました効率生産のための工場の統廃合につきましては、第１段階を終了し、さらなる生産性の向上のために第

２段階へと進めてまいるとともに、再構築に取り組んでまいりました新管理システムの本格稼働に伴い、より充実した顧客満

足度の向上を目指し、以下の項目を着実に実践してまいります。 

① コストダウン・価格競争力強化 

② 新規市場の開拓 

③ 高付加価値製品の開発 

 

品目 
当中間会計期間

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前年同期比（％） 

防災用電線（千円） 745,261 112.9 

通信用電線（千円） 513,150 95.2 

計装・制御用電線（千円） 1,451,330 112.3 

その他（千円） 189,944 108.4 

合計（千円） 2,899,686 108.7 

品目 
当中間会計期間

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前年同期比（％） 

防災用電線（千円） 745,117 112.6 

通信用電線（千円） 528,113 93.5 

計装・制御用電線（千円） 1,487,076 113.1 

その他（千円） 204,046 108.4 

合計（千円） 2,964,353 108.6 

相手先 

前中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

泉州電業株式会社 853,770 31.3 1,001,489 33.8 

株式会社フジクラ 405,822 14.9 465,749 15.7 



(2）株式会社の支配に関する基本方針 

① 取締役、使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

 当社は、社是、社訓ならびに経営の基本方針に則った「企業行動規範」を制定し、代表取締役社長がその精神を、役職

者をはじめ全従業員に継続的に伝達し、周知徹底させることにより、法令遵守と社会倫理の遵守を企業活動の原点とする

ことを徹底する。 

 代表取締役社長は、社長、取締役、部長で構成する部長会を定期的に開催し、事業環境の分析、利益計画の進捗状況等

の情報の共有化、会社に著しい損害および利益を及ぼすおそれのある事実の発生、企業行動規範の浸透と遵守、コンプラ

イアンスの徹底を図り、経営判断に反映させる。 

 また、代表取締役社長は総務部長をコンプライアンスに関する責任者として任命し、総務部がコンプライアンス体制の

構築、維持、整備にあたる。 

 監査役および総務部は連携し、コンプライアンス体制の調査、法令ならびに定款上の問題の有無を調査し、取締役会に

報告する。取締役会は、定期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

 当社は、取締役の職務の執行に係る情報を含め、文書管理規程をはじめとする社内規程に基づき、法令、定款に則った

情報・文書の保存・管理を行う。 

 監査役および総務部は連携し、取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理について問題なく実施されているかに

ついて監査し、必要に応じて取締役会に報告する。 

 関連する社内諸規程は、必要に応じて適時見直し改善を図るものとする。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 当社は、当社を取り巻く環境や内部環境は時として急激に変化し、これらは経営に大きなリスクをもたらしており、企

業が成長力を維持する基盤として、リスク管理能力が非常に重要であり、企業の評価を大きく左右するという認識に立

ち、リスク管理を経営上の大きな課題の一つと捉える。 

 リスク管理体制としては、総務、営業、製造（技術・品質含む）の各担当部門の責任および取るべき行動を分担、管理

することとしており、経営上のリスクについては、逐一取締役会に報告し、決裁を得ることとする。 

 規程については、既存の経理規程、内部情報管理規程等のほか必要に応じて新たに制定する。 

 監査役および総務部は連携し、各部門のリスク管理状況を監査し、必要に応じて取締役会に報告する。 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 代表取締役社長は、中期経営計画および年度経営計画に基づいた各部門の目標に対し、職務が効率的に行われるよう監

督する。各部門長は、経営計画に基づいた各部門が実施すべき具体的な施策および効率的な業務遂行体制を決定する。代

表取締役社長は、その進捗状況を各部門長に部長会において報告させ、施策および効率的な業務遂行体制を阻害する要因

の分析とその改善を図っていく。 

⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制ならびにその使用人の

取締役からの独立性に関する事項 

 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協議の上、監査役室を置き、必要

な人員を配置することができる。監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査役に移譲さ

れたものとし、取締役の指揮命令は受けないものとする。 

⑥ 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制、その他監査役の監査が実

効的に行われることを確保するための体制 

 取締役および使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生、または発生する虞があるとき、重要な法令ならびに定

款違反行為を認知した場合のほか、取締役会に付議すべき重要な事項等を、法令および社内規程等に基づき監査役に報告

するものとする。 

 監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会に出席するとともに、稟議書等業務

執行に係る重要な文書を閲覧し、取締役および使用人に説明を求めることとする。 

 



４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５【研究開発活動】 

 研究開発活動については、ユーザーニーズが多様化・高度化している中、今後も成長が期待される産業分野に的を絞り、新技

術の開発・改良に積極的に取り組んでおります。 

 計装・制御用電線分野では、オープンネットワークに使用されるフィールドバスケーブル（ＦＡ／ＰＡ用ケーブル）の要請が

高まる中で、上位層の産業用Ｅｔｈｅｒｎｅｔの市場が急成長を遂げており、従来より販売しております下位層のＤｅｖｉｃｅ

Ｎｅｔ、ＣＣ－Lｉｎｋ、ＰＲＯＦＩＢＵＳケーブル及び最下位層のＡｓ－ｉケーブル等に加え、製品の高付加価値化・新材料及

び生産技術の開発に至るまで常に「使い易さ」を追求した積極的な活動を行っております。 

 高強度ＭＩＬ光ケーブルは、難燃・可とう性等ケーブルの持つ特徴を生かし、更なる用途展開を進める中で、社会連携プロ

ジェクトに参画し大学との密接な連携・協力関係を保つと共に共同研究を推進し、独自性を重視した非電線分野への研究開発を

積極的に取り組んでおります。 

 当中間会計期間の研究開発費の総額は10,000千円となっております。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の変更 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の拡充についての重要な変更は次のとおりでありま

す。 

 全社のコンピュータシステム構築に関する計画については、計画の一部を変更し、完了予定日を平成19年５月から平成19年

９月といたしました。 

  

(2）重要な設備計画の完了 

 前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりであります。 

  

(3）重要な設備の新設等 

 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

  

  

事業所名 設備の内容 投資額（千円） 完了年月日 完成後の増加能力 

東条工場 建物 433,850 平成19年３月 － 

事業所名 設備の内容 
投資予定額（千円）

資金調達方法 着手年月 完了予定年月 
完成後の
増加能力 

総額 既支払額

東条工場 建物 500,000 － 自己資金 平成20年３月 平成20年12月 － 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 12,000,000 

計 12,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成19年８月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年11月26日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 4,691,555 4,691,555
㈱大阪証券取引所
（市場第二部） 

－ 

計 4,691,555 4,691,555 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年３月１日 
～平成19年８月31日 

－ 4,691,555 － 647,785 － 637,785



(5）【大株主の状況】 

（注） 上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、290千株であります。 

  (6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が455株含まれております。 

  ②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上の自己株式数は、期末日現在の実保有株式数と一致しております。 

 

    平成19年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

植村 博 大阪市都島区 512 10.92 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 290 6.18 

植村 剛嗣 兵庫県西宮市 258 5.50 

株式会社フジクラ 東京都江東区木場一丁目５番１号 179 3.82 

青木 さち子 大阪府交野市 173 3.71 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 168 3.59 

昭和電線ホールディングス株
式会社 

川崎市川崎区小田栄２丁目１番１号 161 3.43 

ロンバード オーディエ ダ
リエ ヘンチ アンド シー 
（常任代理人 株式会社三菱
東京ＵＦＪ銀行） 

11,RUE DE LA CORRATERIE-CH-1211 GENEVA 
SWITZERLAND 
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 決
済事業部） 

107 2.28 

エスアイエス セガ インタ
ーセトル エージー 
（常任代理人 株式会社三菱
東京ＵＦＪ銀行） 

BASLERSTRASSE 100,CH-4600 OLTEN
SWITZERLAND 
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 決
済事業部） 

100 2.13 

泉州電業株式会社 大阪市北区兎我野町２－４ 97 2.09 

計 － 2,047 43.64 

  平成19年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   25,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,603,000 4,603 － 

単元未満株式 普通株式   63,555 － － 

発行済株式総数 4,691,555 － － 

総株主の議決権 － 4,603 － 

    平成19年８月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本電線工業株式
会社 

大阪府大東市御領
１丁目10番１号 

25,000 － 25,000 0.53 

計 － 25,000 － 25,000 0.53 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株式会社大阪証券取引所市場第二部における、最高・最低株価であります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

 

月別 平成19年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 693 690 672 670 669 650 

最低（円） 650 640 625 640 630 600 



第５【経理の状況】 
  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会

計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の中間財務

諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８

月31日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人による中間監査を受けております。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 

    
前中間会計期間末 

（平成18年８月31日） 
当中間会計期間末

（平成19年８月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金   63,775   63,664 46,258  

２．受取手形   199,171   249,703 354,216  

３．売掛金   1,389,995   1,522,231 1,869,357  

４．有価証券   1,180,773   421,880 782,910  

５．たな卸資産   445,677   502,979 518,600  

６．その他 ※３ 49,612   54,936 38,013  

貸倒引当金   △5,126   △5,711 △7,153  

流動資産合計     3,323,879 47.9 2,809,684 40.2   3,602,204 47.9

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産 ※１        

(1)建物   582,581   947,495 566,650  

(2)機械装置   328,979   299,217 301,594  

(3)土地   2,421,030   2,421,030 2,421,030  

(4)その他   67,394   99,388 372,415  

計   3,399,986   3,767,131 3,661,690  

２．無形固定資産   18,942   83,690 72,639  

３．投資その他の資産          

その他   194,370   329,471 176,452  

貸倒引当金   △3   △6 △2  

計   194,367   329,464 176,449  

固定資産合計     3,613,295 52.1 4,180,286 59.8   3,910,779 52.1

資産合計     6,937,174 100.0 6,989,971 100.0   7,512,984 100.0

           

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．支払手形   584,656   621,426 897,185  

２．買掛金   322,329   286,172 363,192  

３．短期借入金   300,000   200,000 300,000  

４．未払法人税等   62,327   72,733 110,858  

５．賞与引当金   53,371   39,333 25,793  

６．役員賞与引当金   5,000   5,000 13,000  

７．その他 ※３ 98,125   120,746 148,714  

流動負債合計     1,425,809 20.6 1,345,412 19.2   1,858,743 24.8

Ⅱ 固定負債          

１．退職給付引当金   104,728   105,755 101,584  

２．その他   ―   4,598 5,331  

固定負債合計     104,728 1.5 110,354 1.6   106,915 1.4

負債合計     1,530,537 22.1 1,455,767 20.8   1,965,659 26.2

           



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成18年８月31日） 
当中間会計期間末

（平成19年８月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１．資本金     647,785 647,785   647,785 

２．資本剰余金          

資本準備金   637,785   637,785 637,785  

資本剰余金合計     637,785 637,785   637,785 

３．利益剰余金          

(1)利益準備金   92,150   92,150 92,150  

(2)その他利益剰余
金 

         

別途積立金   3,840,000   3,960,000 3,840,000  

繰越利益剰余金   147,281   181,468 311,158  

利益剰余金合計     4,079,431 4,233,618   4,243,308 

４．自己株式     △11,686 △12,625   △11,914 

株主資本合計     5,353,315 77.1 5,506,563 78.8   5,516,963 73.4

Ⅱ 評価・換算差額等          

その他有価証券評
価差額金 

    53,321 27,641   30,361 

評価・換算差額等合
計 

    53,321 0.8 27,641 0.4   30,361 0.4

純資産合計     5,406,637 77.9 5,534,204 79.2   5,547,324 73.8

負債純資産合計     6,937,174 100.0 6,989,971 100.0   7,512,984 100.0

           



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,729,254 100.0 2,964,353 100.0   6,254,804 100.0

Ⅱ 売上原価     2,203,643 80.7 2,439,086 82.3   5,024,079 80.3

売上総利益     525,611 19.3 525,266 17.7   1,230,725 19.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    357,080 13.1 381,752 12.9   776,508 12.4

営業利益     168,531 6.2 143,514 4.8   454,216 7.3

Ⅳ 営業外収益 ※１   4,835 0.2 5,793 0.2   8,623 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   1,473 0.1 1,456 0.0   3,001 0.0

経常利益     171,893 6.3 147,851 5.0   459,838 7.4

Ⅵ 特別損失          

役員退職金     67,275 2.5 ― ―   67,275 1.1

税引前中間（当
期）純利益 

    104,618 3.8 147,851 5.0   392,563 6.3

法人税、住民税及
び事業税 

  59,066   69,383 172,152  

法人税等調整額   △14,134 44,931 1.6 △5,186 64,196 2.2 △3,151 169,000 2.7

中間（当期）純利
益 

    59,686 2.2 83,654 2.8   223,563 3.6

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

  

 （注） 平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年２月28日 残
高（千円） 

647,785 637,785 637,785 92,150 3,740,000 267,934 4,100,084 △10,556 5,375,097

中間会計期間中の変動
額 

       

剰余金の配当（注）       △70,038 △70,038   △70,038

役員賞与（注）       △10,300 △10,300   △10,300

別途積立金の積立
（注） 

      100,000 △100,000 ―   ―

中間純利益       59,686 59,686   59,686

自己株式の取得       △1,129 △1,129

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額） 

       

中間会計期間中の変動
額合計（千円） 

― ― ― ― 100,000 △120,652 △20,652 △1,129 △21,782

平成18年８月31日 残
高（千円） 

647,785 637,785 637,785 92,150 3,840,000 147,281 4,079,431 △11,686 5,353,315

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年２月28日 残
高（千円） 

51,176 51,176 5,426,273 

中間会計期間中の変動
額 

      

剰余金の配当（注）     △70,038 

役員賞与（注）     △10,300 

別途積立金の積立
（注） 

    ― 

中間純利益     59,686 

自己株式の取得     △1,129 

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額） 

2,145 2,145 2,145 

中間会計期間中の変動
額合計（千円） 

2,145 2,145 △19,636 

平成18年８月31日 残
高（千円） 

53,321 53,321 5,406,637 



当中間会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

  

  

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成19年２月28日 残
高（千円） 

647,785 637,785 637,785 92,150 3,840,000 311,158 4,243,308 △11,914 5,516,963

中間会計期間中の変動
額 

       

剰余金の配当       △93,344 △93,344   △93,344

別途積立金の積立       120,000 △120,000 ―   ―

中間純利益       83,654 83,654   83,654

自己株式の取得       △711 △711

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額） 

       

中間会計期間中の変動
額合計（千円） 

― ― ― ― 120,000 △129,689 △9,689 △711 △10,400

平成19年８月31日 残
高（千円） 

647,785 637,785 637,785 92,150 3,960,000 181,468 4,233,618 △12,625 5,506,563

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年２月28日 残
高（千円） 

30,361 30,361 5,547,324 

中間会計期間中の変動
額 

      

剰余金の配当     △93,344 

別途積立金の積立     ― 

中間純利益     83,654 

自己株式の取得     △711 

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額） 

△2,720 △2,720 △2,720 

中間会計期間中の変動
額合計（千円） 

△2,720 △2,720 △13,120 

平成19年８月31日 残
高（千円） 

27,641 27,641 5,534,204 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

  

 （注） 平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年２月28日 残
高（千円） 

647,785 637,785 637,785 92,150 3,740,000 267,934 4,100,084 △10,556 5,375,097

事業年度中の変動額        

剰余金の配当（注）       △70,038 △70,038   △70,038

役員賞与（注）       △10,300 △10,300   △10,300

別途積立金の積立
（注） 

      100,000 △100,000 ―   ―

当期純利益       223,563 223,563   223,563

自己株式の取得       △1,358 △1,358

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額） 

       

事業年度中の変動額合
計（千円） 

― ― ― ― 100,000 43,224 143,224 △1,358 141,866

平成19年２月28日 残
高（千円） 

647,785 637,785 637,785 92,150 3,840,000 311,158 4,243,308 △11,914 5,516,963

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年２月28日 残
高（千円） 

51,176 51,176 5,426,273 

事業年度中の変動額       

剰余金の配当（注）     △70,038 

役員賞与（注）     △10,300 

別途積立金の積立
（注） 

    ― 

当期純利益     223,563 

自己株式の取得     △1,358 

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額(純額） 

△20,814 △20,814 △20,814 

事業年度中の変動額合
計（千円） 

△20,814 △20,814 121,051 

平成19年２月28日 残
高（千円） 

30,361 30,361 5,547,324 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前中間会計期間

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間(当期)純
利益 

  104,618 147,851 392,563 

減価償却費   56,987 69,000 114,209 

貸倒引当金の増加額
(△減少額) 

  △8,210 △1,438 △6,185 

賞与引当金の増加額
(△減少額) 

  28,925 13,540 1,348 

役員賞与引当金の増
加額（△減少額） 

  5,000 △8,000 13,000 

退職給付引当金の増
加額（△減少額） 

  △20,818 4,171 △23,962 

受取利息及び受取配
当金 

  △1,337 △2,052 △3,273 

支払利息   982 1,444 2,505 

固定資産除却損   472 ― 472 

売上債権の減少額
(△増加額) 

  △22,006 451,638 △656,414 

たな卸資産の減少額
(△増加額) 

  △82,465 15,621 △155,388 

仕入債務の増加額
(△減少額) 

  172,734 △352,778 526,126 

未払消費税等の増加
額(△減少額) 

  △7,274 △13,101 418 

役員賞与の支払額   △10,300 ― △10,300 

その他流動資産の減
少額(△増加額) 

  △2,428 △3,081 △2,844 

その他流動負債の増
加額(△減少額) 

  △7,617 △36,713 28,414 

その他   ― 962 1,924 

小計   207,261 287,064 222,614 

利息及び配当金の受
取額 

  1,337 2,052 3,273 

利息の支払額   △1,148 △2,659 △2,471 

法人税等の支払額   △56,036 △107,508 △121,478 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  151,412 178,949 101,938 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有形固定資産の取得
による支出 

  △48,905 △168,444 △338,476 

無形固定資産の取得
による支出 

  ― △11,051 △72,639 

有形固定資産の売却
による収入 

  436 ― 3,925 

投資有価証券の取得
による支出 

  ― △148,143 ― 

生命保険積立金の増
加額 

  △5,440 △255 △11,246 

生命保険解約による
収入 

  744 985 1,200 

貸付による支出   △1,400 △1,650 △1,300 

貸付金の回収による
収入 

  300 400 480 

その他   2,400 △469 900 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △51,864 △328,627 △417,155 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の増減額   ― △100,000 ― 

自己株式の取得によ
る支出 

  △1,129 △711 △1,358 

配当金の支払額   △69,426 △93,234 △69,812 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △70,556 △193,946 △71,170 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

  28,991 △343,624 △386,388 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,215,557 829,169 1,215,557 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

  1,244,549 485,544 829,169 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1)有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

総平均法により算定） 

同左 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は総平

均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  総平均法による原価法 同左 同左 

  (2)たな卸資産 (2)たな卸資産 (2）たな卸資産 

  製品、仕掛品、原材料 製品、仕掛品、原材料 製品、仕掛品、原材料 

   総平均法による原価法 同左 同左 

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

   最終仕入原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法によ

っております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法によ

っております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

同左 

  建物       ７～31年 建物       ７～31年   

  機械装置     ５～10年 機械装置     ５～10年 

また、資産に計上しているリー

ス資産（リース物件の所有権が

借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース

取引）については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっておりま

す。 

  

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上してお

ります。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しておりま

す。 

同左 同左 

  (3）役員賞与引当金 (3)役員賞与引当金 (3)役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額

の当中間会計期間に帰属する

金額を計上しています。 

同左 役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額

を計上しております。 



  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末におけ

る退職給付債務及び年金資産

額に基づき計上しておりま

す。 

同左 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産額に

基づき計上しております。 

４．リース取引の処理方法 ───── リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式を採用しております。 

同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．固定資産の減損に係る会計基準 

 当中間会計期間より、「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日）及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しています。これによる当

中間会計期間の損益に与える影響

はありません。 

────── １．固定資産の減損に係る会計基準 

 当事業年度より、「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日）及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日）を適用し

ています。これによる当事業年度

の損益に与える影響はありませ

ん。 

２．役員賞与に関する会計基準 

 当中間会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29日）

を適用しています。これにより、

営業利益、経常利益、税引前中間

純利益がそれぞれ5,000千円減少

しております。 

────── ２．役員賞与に関する会計基準 

 当事業年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適

用しています。これにより、営業

利益、経常利益、税引前当期純利

益がそれぞれ13,000千円減少して

おります。 

３．貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準 

 当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しています。 

 従来の資本の部の合計に相当す

る金額は、5,406,637千円であり

ます。 

 なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の純資産の部に

ついては改正後の中間財務諸表等

規則により作成しています。 

────── ３．貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準 

 当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しています。 

 従来の資本の部の合計に相当す

る金額は、5,547,324千円であり

ます。 

 なお、財務諸表等規則の改正に

より、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については改正

後の財務諸表等規則により作成し

ています。 



  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

────── ４．減価償却方法の変更 

 当中間会計期間から、法人税法

の改正（（所得税法等の一部を改

正する法律 平成19年３月30日 

法律第６号）及び（法人税法施行

令の一部を改正する政令 平成19

年３月30日 政令第83号））に伴

い、平成19年４月１日以降取得の

有形固定資産については、改正後

の法人税法に規定する償却方法に

より、減価償却費を計上しており

ます。 

 なお、この変更に伴う営業利

益、経常利益及び税引前中間純利

益に与える影響は軽微でありま

す。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年８月31日） 
当中間会計期間末

（平成19年８月31日） 
前事業年度末 

（平成19年２月28日） 

  千円 千円 千円 

※１ 有形固定資産の減価償

却累計額 
2,805,638 2,925,134 2,856,134 

 ２ 受取手形裏書譲渡高 349,999 314,762 393,448 

※３ 消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消費税等は

これを相殺し、流動負債のその他

に計上しております。その金額は 

9,257千円であります。 

仮払消費税等及び仮受消費税等は

これを相殺し、流動資産のその他

に計上しております。その金額は 

9,684千円であります。 

───── 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  千円 千円 千円 

※１ 営業外収益のうち主要

なもの 

     

受取利息 7 10 15 

有価証券利息 541 1,212 1,962 

受取配当金 788 829 1,295 

※２ 営業外費用のうち主要

なもの 

     

支払利息 982 1,444 2,505 

 ３ 減価償却実施額      

有形固定資産 56,987 69,000 114,209 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当中間会計期間に帰属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当中間会計期間に帰属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式 

普通株式 4,691 － － 4,691 

合計 4,691 － － 4,691 

自己株式 

普通株式（注） 22 1 － 23 

合計 22 1 － 23 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月25日 
定時株主総会 

普通株式 70,038 15 平成18年２月28日 平成18年５月26日

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当中間会計期間増
加株式数（千株） 

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式 

普通株式 4,691 － － 4,691 

合計 4,691 － － 4,691 

自己株式 

普通株式（注） 24 1 － 25 

合計 24 1 － 25 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月24日 
定時株主総会 

普通株式 93,344 20 平成19年２月28日 平成19年５月25日



前事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2)基準日が当期に帰属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

発行済株式 

普通株式 4,691 － － 4,691 

合計 4,691 － － 4,691 

自己株式 

普通株式（注） 22 2 － 24 

合計 22 2 － 24 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月25日 
定時株主総会 

普通株式 70,038 15 平成18年２月28日 平成18年５月26日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年５月24日 
定時株主総会 

普通株式 93,344 利益剰余金 20 平成19年２月28日 平成19年５月25日

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年８月31日現在） （平成19年８月31日現在） （平成19年２月28日現在）
  
現金及び預金勘定 63,775千円

有価証券 1,180,773千円

現金及び現金同等物 1,244,549千円

  
現金及び預金勘定 63,664千円

有価証券 421,880千円

現金及び現金同等物 485,544千円

現金及び預金勘定 46,258千円

有価証券 782,910千円

現金及び現金同等物 829,169千円



（リース取引関係） 

 該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間会計期間末（平成19年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前事業年度末（平成19年２月28日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 

区分 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 50,139 140,043 89,903 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

公社債投資信託の受益証券（ＭＭＦ） 6,126 

公社債投資信託の受益証券（ＦＦＦ） 1,174,647 

区分 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 198,282 244,887 46,604 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

公社債投資信託の受益証券（ＭＭＦ） 6,145 

公社債投資信託の受益証券（ＦＦＦ） 415,735 

区分 取得原価（千円）
貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 50,139 101,330 51,190 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

公社債投資信託の受益証券（ＭＭＦ） 6,133 

公社債投資信託の受益証券（ＦＦＦ） 776,777 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（平成18年８月31日） 

 期末残高がないため該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（平成19年８月31日） 

 期末残高がないため該当事項はありません。 

  

前事業年度（平成19年２月28日） 

 期末残高がないため該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

  

 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  

１株当たり純資産額 1,158円34銭

１株当たり中間純利益
金額 

12円79銭

  

１株当たり純資産額 1,186円04銭

１株当たり中間純利益
金額 

17円93銭

１株当たり純資産額 1,188円58銭

１株当たり当期純利益
金額 

47円89銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

  
前中間会計期間

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日)

前事業年度 
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日)

中間（当期）純利益（千円） 59,686 83,654 223,563 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

59,686 83,654 223,563 

期中平均株式数（株） 4,668,436 4,666,786 4,667,927 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第43期）（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日）平成19年５月25日近畿財務局長に提出。 

  

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

 訂正報告書（上記(1）有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年６月６日近畿財務局長に提出。 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年11月26日

日本電線工業株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米沢  顕  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 成瀨 幹夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本電線工業株式会社の平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第43期事業年度の中間会計期間（平成18年３月

１日から平成18年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本

等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、日本電線工業株式会社の平成18年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

18年３月１日から平成18年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年11月26日

日本電線工業株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米沢   顕  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 伊與政 元治  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている日本電線工業株式会社の平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第44期事業年度の中間会計期間（平

成19年３月１日から平成19年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中

間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、日本電線工業株式会社の平成19年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

19年３月１日から平成19年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 
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